
第 1 回 帯広市行財政改革推進委員会 次第 

 

 

日時：令和２年１０月５日（月）１５時 

 場所：市役所 10階 第２会議室 

 

 

１ 開会 

 

２ 委員紹介 

 

３ 本委員会について 

 

４ 議題 

 

（１）委員長の選任及び委員長職務代理者の指定 

（２）帯広市行財政改革計画の取組状況について 

（３）その他 

 

５ 閉会 
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1 岩﨑優子法律事務所

帯広市行財政改革推進委員会設置要綱 
 
  （設置） 
第１条 本市の行財政改革の推進について、外部の有識者からの意見を聴取するため、帯広
市行財政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

  
 （所掌事項） 
第２条 委員会は、次の事項について、行財政運営の推進等に係る所要の報告を受け、意見
等を述べるものとする。 
⑴ 帯広市行財政改革計画に関する評価及び検証に関すること。 
⑵ その他行財政改革に関すること。 

 
 （構成） 
第３条 委員会は、委員６名以内をもって構成する。 
 
 （委員） 
第４条 委員は、行財政運営について高い識見を有する者のうちから市長が依頼する。 
 
 （依頼期間） 
第５条 委員の依頼期間は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補充委員にあ
っては、その残余の期間とする。 

 
 （委員長等） 
第６条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長を務める。 
３ 委員長に事故あるときは、あらかじめ委員長が指定する委員がその職務を代理する。 
  
  （会議） 
第７条 委員会の会議は、委員長が招集する。 
２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
３ 委員長は、必要に応じて、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴取することができ 

る。 
 
 （庶務） 
第８条 委員会の庶務は、総務部組織人事室人事課において処理する。 
 
 （補則） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会
に諮って定める。 

 
附 則 

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 

資料１

令和2年10月5日（月）

帯広市行財政改革推進委員会

配付資料



帯広市行財政改革推進委員会について

各委員は、専門的あるいは住民の立場
から意見を述べる

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

事務局は「帯広市行財政改革計画」の取組状況など
について、定期的に委員会へ報告

事務局は、各委員の意見や指摘を受け、庁内会議や
担当課へフィードバックし、取組を修正・加速

こういうことも取組
んでみては？

こんな視点でのアプ
ローチも必要では？

全体的に進捗が甘い
のでは？

この取組は今後も力
を入れるべき！

指摘意見



帯広市行財政改革計画の進捗状況
令和２年１０月

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

１ 行政サービスの見直しと公民連携の推進 ２ 内部資源の効率的な活用と強化

１ʷ１ 保育所の民間移管・再編 ◎ ２ʷ１ 定型的業務へのＲＰＡの導入 ◎

１ʷ２ ごみ収集業務の民間委託拡充 ◎ ２ʷ２ ＩＣＴの利活用による業務の効率化 ◎

１ʷ３ コミュニティ施設の管理運営手法の検証 ２ʷ３ ペーパーレス化の推進 ◎

１ʷ４ 施設の管理運営業務の包括委託・委託拡充の検討 ２ʷ４ 技能労務系業務における職員体制の見直し

１ʷ５ 指定管理者制度の導入拡大、運用の見直し ２ʷ５ 自主財源の確保・拡大 ◎

１ʷ６ 学校給食センターの運営手法の調査・研究 ２ʷ６ 収納業務におけるキャッシュレス決済導入の検討

１ʷ７ コミュニティセンター分室機能の廃止検討 ２ʷ７ 職員配置の柔軟化と多様な任用形態の活用

１ʷ８ 公用バスの廃止検討 ２ʷ８ 業務改善の継続的な実施・共有 ◎

２ʷ９ 人事評価の活用拡大

＜取組の２つの柱と具体的な取組項目＞

資料２

※「◎」は個別資料により説明
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保育所の民間移管・再編
取組項目１ʷ１ ① 公立保育所の民間移管

② 公立保育所の定員縮小

将来にわたって安定的な保育サービスを提供するため、今後の保育ニーズや公立保育と民間保育の役割分
担を踏まえ、公立保育所の民間移管・再編を進めていくものです。

●今年度の取組状況
○ 移管に向けた具体的な方針やスケジュールを整理し、市議会や保護者等へ説明

・当面、令和６年度までに、８所の公立保育所を５所へ（日赤東・帯広・青葉）

・並行して４所の公立保育所で定員縮小（松葉・依田・帯広・青葉）

●スケジュール
令和２年８月～ 該当保育所の保護者、関係団体への説明

令和３年８月～ 移管先団体公募・選定（日赤東）

保育所名 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

日赤東 公募・選定 通年で引継ぎ 民間移管

松葉 定員縮小

依田 定員縮小

帯広 公募・選定 通年で引継ぎ 定員縮小
民間移管

青葉 公募・選定 定員縮小
通年で引継ぎ 民間移管

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料
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ごみ収集業務の民間委託拡充
取組項目１ʷ２ ① プラスチックごみ収集業務の民間委託拡充

ごみ収集業務をより効率的に実施するため、民間委託の範囲を拡充します。

●今年度の取組状況
① 委託内容の整理

・従来の直営７台の一部を民間委託へ（３年間）
・Ｒ６に更なる拡大を予定

② Ｒ３からの委託について９月定例議会へ提案
③ モニタリング制度導入に向けた検討

●スケジュール
令和２年９月～ プラ製容器包装収集業務委託について議会提案

10月～ 入札による事業者選定・契約
令和３年４月～ 業務委託開始（Ｒ３～５）、モニタリングの実施

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

収集種別 業務委託の状況

可燃ごみ 民間委託済み

不燃ごみ 民間委託済み

資源ごみ 民間委託済み

うち
容器包装プラスチック

現在、直営車両７台で収集
今後、段階的に民間委託を拡大する見込み
Ｒ３は、直営車両を５台に減らし、民間車両３台を導
入予定
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定型的業務へのＲＰＡの導入
取組項目２ʷ１ ① ＲＰＡの導入

職員がより付加価値の高い業務に従事できるよう、税業務や内部管理業務などにおいて、RPAの導入を進め
ます。

●今年度の取組状況
○ＲＰＡ（※１）とＡＩʷＯＣＲ（※２）ソフトウェアを試行導入

・全庁から１９課５４業務での試行希望があり、１０課１２業務を抽出
・現在、シナリオの作成や削減時間の検証等、各課において実証実験中

※１ ＲＰＡ：「Robotic Process Automation」の略。人間が行う操作や作業を自動化すること。
※２ ＡＩʷＯＣＲ：ＡＩ（人工知能）を搭載したＯＣＲ（光学文字認識機能）のこと。

●スケジュール
令和２年10月～ 試行導入、検証の継続

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

課名 業務名 使用ソフト

企画課 市民アンケートのデータ入力 AI-OCR

市民税課 市・道民税の特別徴収事務にかかる異動届の入力処理 AI-OCR・RPA

人事課 人事給与システムデータ入力・集計 RPA

生活支援第1課 家庭訪問記録作成、現物給付（支給）事務 AI-OCR・RPA

こども課
児童手当 保育料・給食費の天引額入力 RPA

指定管理者モニタリングアンケート集計 AI-OCR

商業労働課 事業所雇用実態調査 データ入力・集計 AI-OCR・RPA

農政課 食育アンケートの集計（毎年実施） AI-OCR

学校教育課 支出命令書作成作業 AI-OCR・RPA

学校教育指導課 全国学力テストの集計 AI-OCR

図書館 図書購入費・維持管理費支払い RPA

ＲＰＡとＡＩʷＯＣＲ導入のイメージ

ＢＥＦＯＲＥ
職員が手入力

ＡＦＴＥＲ
ＡＩʷＯＣＲと
ＲＰＡで自動入力
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ＩＣＴの利活用による業務の効率化
取組項目２ʷ２ ① ＩＣＴ活用による業務の効率化

ＡＩを含むＩＣＴについて各業務への積極的な活用を図り、業務効率化を進めます。

●今年度の取組状況

・オンライン会議ツール（Ｚｏｏｍ）の活用
⇒ 令和２年度職員採用試験面接等に活用

・テレワーク環境の構築により、在宅勤務の試行運用
⇒ 希望のあった１４課で、約７０人の職員が在宅勤務を実施予定

＜体験者の声＞
〇：電話対応が無く作業が進んだ。暑さや寒さに左右されにくくて良い。
△：集中しやすい反面、庁舎の職員に来客対応等の負荷が掛かってしまう。
×：全体的に仕事が紙ベースなので決裁が進まない。何日も続けるのは難しい。

・市ＨＰシステムの更新に伴うチャットボットの開始準備（広報広聴課）
⇒ 住民の利便性向上や問合せ対応への省力化

●スケジュール

令和２年７月 ～ 市民向けチャットボットの利用開始準備

10月 ～ テレワーク環境の継続運用

令和３年１月下旬～ 市ＨＰシステム運用開始（チャットボット利用開始）

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

チャットボットのイメージ
（神奈川県海老名市のＨＰより）

オンライン面接のイメージ

タップすると
チャットボット

が起動
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ペーパーレス化の推進
取組項目２ʷ３ ① 市役所内部でのペーパーレス化の推進

② 行政手続きのオンライン化の検討

財政的、時間的コストの削減や市民の利便性向上に向けた、ペーパーレス化の取組を進めます。

●今年度の取組状況

・ＨＡＲＰ（※）電子申請システムを活用したオンライン手続に関する検証

⇒ 令和２年度から、職員採用試験申込へ導入

・会議や打合せ資料のペーパーレス化を原則化

・軽易な庁内通知の電子決裁化

・プリンター印刷ページ数の月次計測

・電子決裁システムの導入に向けた他自治体の状況調査（総務課）

・市民まちづくりアンケートのオンライン回答の検討（企画課）

※ ＨＡＲＰ
「北海道電子自治体プラットフォーム」の略。官・民のノウハウを有する「株式会社ＨＡＲＰ」を中心として、
自治体が共同でシステムを構築・運用することにより、重複投資や保守管理コストを軽減。

●スケジュール

令和２年８月～ ＨＡＲＰ電子申請システムの庁内展開継続

９月～ 手続における押印の見直し検討

令和３年２月～ プリンター印刷ページ数の集約・検証

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

ＨＡＲＰ電子申請システムの活用例
（学生支援給付金の申請フォーム）
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自主財源の確保・拡大
取組項目２ʷ５ ① 収納体制の効率化

② 自主財源の確保・拡大

自主財源の確保・拡大に向けた、収納体制の効率化や広告事業の実施などの取組を継続的に進めます。

●今年度の取組状況

・収納業務一元化（市税・国保料・介護保険料等）に向け、体制や業務内容の整理

・ふるさと納税のＰＲ拡大

・ふるさと納税ポータルサイトの追加導入（４サイト増）

・贈呈する返礼品相当額の上限（１０万円以上の寄附に対して３万円以内の返礼品）を撤廃

・返礼品数の上限（１者１５品）を撤廃

・返礼品取扱いに係る各種申請手続きの簡素化

●スケジュール

令和２年９月～ 執務室の移転に要する予算の検討（収納一元化）

10月～ 市外在住者に向けた帯広市のＰＲ広告実施予定（ふるさと納税）

令和３年１月～ 執務室の移転に向けた準備

４月～ 新体制で業務開始

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

収納業務一元化のイメージ

ふるさと納税のＰＲ
（帯広市ＨＰより）

収納課

国保課

徴収部門

介護高齢福祉課

徴収部門

集約
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業務改善の継続的な実施・共有
取組項目２ʷ８ ① 職員カイゼン運動の見直し、実施

② 会議の見直し

生産性の向上を図るため、職員の発案による業務改善制度を継続的に見直しながら実施し、情報を共有し
ます。

●今年度の取組状況
・業務のスクラップにフォーカスした「職員カイゼン運動（※）」の実施
・共通の会議ルール「８つのココロエ」の作成、会議体の整理統合の方向性を整理

※ 職員カイゼン運動
職員の自主的な業務改善や成果の共有を目的に、平成21年から実施してきた取組。近年は提案件数が減少傾向。

●各課から提出されたスクラップ事例
・公印事務のスクラップ（電子印影・印影印刷の使用促進）（総務課）

⇒公印の押印を要する文書の範囲や押印方法を見直し、公印押印業務の簡素化と
効率化を図る

・インターンシップ申込手続のスクラップ（人事課）
⇒学校や学生との紙での手続をオンライン化し、迅速化・省力化を実現（ＨＡＲＰ活用）

・本会議の会議録印刷部数のスクラップ（議会事務局）
⇒印刷部数を固定せず、会派数に応じて印刷部数を決めることで、ムダを削減

●スケジュール
令和２年８月～ 会議体の整理統合の方向性検討、現状の把握

各課のスクラップ業務のとりまとめ
10月～ 会議体の整理統合方針を示す

令和３年１月～ 各課のスクラップ実行状況の集約、削減コストの検証

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料
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各項目の取組状況一覧
１ 行政サービスの見直しと公民連携の推進

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

取組項目 R2の取組状況

1-1 保育所の民間移管・再編

① 公立保育所の民間移管 別紙資料を参照

② 公立保育所の定員縮小 別紙資料を参照

1-2 ごみ収集業務の民間委託拡充

① プラスチックごみ収集業務の民間委託拡充 別紙資料を参照

1-3 コミュニティ施設の管理運営手法の検証

① コミュニティ施設の管理運営手法の検証 福祉センターの住込み管理のあり方や運営委員会の位置付けなど、多方面から
検討を進めている。

1-4 施設の管理運営業務の包括委託・委託拡充の検討

① 施設の維持管理業務の包括委託の検討 各自治体の包括委託事例等について調査を進めている。

② 市庁舎総合案内や電話交換業務等の民間委託の検討
総合案内や電話交換業務の民間委託について、受け手事業者の有無及び必要経
費を調査している。あわせて、老朽化が進む電話交換機の更新のあり方も含め、
総合的に効果的な手法を検討している。

1-5 指定管理者制度の導入拡大、運用の見直し

① 指定管理者制度の新規導入 施設所管課への調査結果等を参考に、新規導入施設の検討や選定を行っている。

② 運用方法の見直し 指定管理者アンケート等により、効果的な運用に向けた課題を整理している。

1-6 学校給食センターの運営手法の調査・研究

① 給食センター運用手法の調査・研究 随時、他自治体の事例を調査しているほか、先進自治体の視察も検討している。

1-7 コミュニティセンター分室機能の廃止検討

① コミュニティセンター分室の廃止検討 マイナンバーカードの交付状況やコンビニ及びコミセンの利用状況などの推移
を見ながら、廃止時期を検討している。

1-8 公用バスの廃止検討

① 公用バスの廃止、バス使用事業の代替手法の検討 総務課を中心として、各課や道内各都市にバスの使用状況を調査するなど、公
用バスを廃止した場合の代替手法について検討を進めている。 9



各項目の取組状況一覧
２ 内部資源の効率的な活用と強化

令和2年10月5日（月）
帯広市行財政改革推進委員会
配付資料

取組項目 R2の取組状況

2-1 定型的業務へのRPAの導入

① RPAの導入 別紙資料を参照

2-2 ICTの利活用による業務の効率化

① ICT活用による業務の効率化 別紙資料を参照

2-3 ペーパーレス化の推進

① 市役所内部でのペーパーレス化の推進 別紙資料を参照

② 行政手続きのオンライン化の検討 別紙資料を参照
2-4 技能労務系業務における職員体制の見直し

① 技能労務系業務の提供体制の見直し 令和２年度から、清掃３名、校務員１名、保育所調理員１名の正職員を会計年度任
用職員に変更した。校務員配置の考え方について整理を進めている。

2-5 自主財源の確保・拡大
① 収納体制の効率化 別紙資料を参照
② 自主財源の確保・拡大 別紙資料を参照

2-6 収納業務におけるキャッシュレス決済導入の検討
① 施設におけるキャッシュレス決済の導入検討 個別の事例収集を進めている段階である。
② 市税等のキャッシュレス決済の導入検討 導入に向けた事業者聴取りやコスト比較等の検討を進めている。

2-7 職員配置の柔軟化と多様な任用形態の活用

① 業務の繁閑等に応じた職員の柔軟な配置 部署を横断した応援体制として、臨時給付課を設置したほか、随時、各部への配置
等について協議を行っている。

② 会計年度任用職員や任期付職員の活用 令和２年度から、育休任期付職員及び任期付職員（65歳以上）の配置したほか、会
計年度任用職員制度の運用開始に伴い、必要な整理を行った。

2-8 業務改善の継続的な実施・共有
① 職員カイゼン運動の見直し、実施 別紙資料を参照
② 会議の見直し 別紙資料を参照

2-9 人事評価の活用拡大

① 人材そだち評価結果の勤勉手当への反映の拡大 勤勉手当への反映の拡大に向けて制度の検証を進めており、職員組合との交渉等、
必要な調整を進めていく。
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